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九州北部豪雨災害から 5 年 

～市民のみなさんにお伝えしたいこと～ 
 

平成24年7月に発生した「九州北部豪雨」から5年。中津市では、この記憶を風化させることなく、

未来の災害への貴重な教訓として活かしていくため、出水期を前にした６月１日号の市報で自助・共

助に対する日頃からの取組みについて、市民への注意喚起を行いました。 

今回、運用を開始する「中津市防災ポータルサイト」についても、防災意識を高めるために利用し

やすいページにしていますが、ツールを整備しても活用しなければ真の防災対策とは言えません。 

そこで、災害に対する危機管理について市民のみなさんにお伝えしたいことを改めて整理しまし

た。 

 

１． 自助に関する取組み  

① 情報入手手段を把握しておきましょう。 

災害の発生が予想される場合には、

様々な情報手段を活用し、情報を確認す

ることが重要です。 ポータルサイトには、

各関係機関の情報（雨量・水位・河川映像

等）をまとめており、サイトを見ることで、中

津市に関係する様々な情報の取得が可能

となります。 

②地域の状況を確認しておきましょう。 

日頃から、自分が住んでいる地域には、

どのような災害の危険があり、どこが危ない

のかを把握しておき、安全な避難ルートや

避難場所を確認しておくことが必要です。 

ポータルサイトには、市内のハザードマップを掲載しており、地域の状況確認ができます。 

③家族内で連絡方法を確認しておきましょう。 

家族が離ればなれになったときの連絡方法や避難場所に

ついて確認しておくことが重要です。ポータルサイトには、地

域毎の避難所一覧を掲載しており、地図も表示されることとな

っています。 

④備蓄を心がけましょう。 

食糧・水等を一定量備蓄しておきましょう。ただし、賞味期

限がある食料等については、一遍に大量備蓄しないで、カッ

プラーメンやパン等も活用し、日頃から食べた分だけ補充して

いくような（ローリングストック）方法で備蓄することが効果的で

す。 

ポータルサイトには、備蓄しておいた方がよい備蓄一覧を

「防災チェックリスト」として掲載しております。 
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２．共助に関する取組み  

①日頃から地域との交流を持ちましょう。 

大規模な災害が発生した場合、公的な支援はすぐには期待できません。公的な支援が行わ

れるまでの間は、地域の皆さんで災害を乗り切っていく力が必要となります。災害時、スムーズ

に地域のみなさんで助け合うには、日頃からの地域内での交流が欠かせません。 

②防災訓練や防災研修会に参加しましょう。 

市内では現在、地域における自主防災組織の設立や自主防災組織による防災訓練などの

活動が活発に進められています。みなさんも、地域で防災訓練や防災研修会などが開催される

場合には、ぜひ積極的に参加し、地域内での交流を図ることで、地域防災力を高めてください。 

 

３．災害の種別に応じた注意事項  

防災ポータルサイトには、災害の種別に応じた注意事項について、それぞれ掲載しています。 

 

  

 

 

 

 
■問合先：防災危機管理課 担当：鳴 

（TEL：0979-22-1111・内線 271） 
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南海トラフ地震の発生を想定した職員初動体制訓練を実施 

 
○訓練実施日： 平成 29 年 5 月 20 日（土） 
 
○訓練想定 ： 午前７時に南海トラフを震源とする震度５強の地震が発生したことを想定 
 
○訓練内容 ： ①職員安否及び参集確認訓練 

②避難所開設訓練 
③災害対策本部会議開催訓練 

 
○訓練結果 

①職員安否及び参集確認訓練 
◇全職員を対象に専用メールを配信し、職員の安否及び参集確認を実施。 
◇参集可能人員：1,065 人中 886 人（83.19％）が参集可能。 
◇参集可能時間：１時間以内が 750 人、３時間以内が 117 人、24 時間以内が 19 人。 
◇参集状況の集計に要した時間：約３時間。 

 
②避難所開設訓練 

災害時に最初に開設する避難所 34 ヶ所を指示により実際に開設。 
開設に要した時間は、平均で 23 分であった。 

 
③災害対策本部会議開催訓練 

午前 10 時に対策本部会議を開催し、本日実施した訓練結果の報告を行うとともに、課題に

ついて検討を行った。 
 
 

 
 
 
 
 
 

【避難所開設訓練の様子】    【災害対策本部会議開催訓練の様子】 
 
○今回の訓練での課題 

メールを確認出来ていない職員もいたことから、今後、周知徹底を行うこととした。 
 
○今後の取組み 

災害対応の練度をより高めるために、組織内での意見を積み上げ、全庁を挙げてこうした訓練

を積み重ねていくとともに、市民も参加した災害発生時の対応訓練も視野に入れた取り組みも検

討していくこととする。 
 

■問合先：防災危機管理課 担当：鳴 

（TEL：0979-22-1111・内線 271） 
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